
基 発 1 2 0 3 第 ６ 号 

平成 26 年 12 月３日 

 

 別記の関係事業者団体の長 殿   

  

  

厚生労働省労働基準局長 

（公 印 省 略） 

 

「労働安全衛生法第 28条第３項の規定に基づき厚生労働大臣が定める化学物質による 

健康障害を防止するための指針の一部を改正する指針」の周知について（協力依頼） 

 

労働基準行政の推進につきましては、平素より御協力を賜り厚く御礼申し上げます。 

さて、労働安全衛生法（昭和 47 年法律第 57号。以下「法」という。）第 28条第３項において、

厚生労働大臣は、がんその他の重度の健康障害を労働者に生ずるおそれのある化学物質で厚生労

働大臣が定めるものを製造し、又は取り扱う事業者が当該化学物質による労働者の健康障害を防

止するための指針を公表することとされており、これまでに２－アミノ－４－クロロフェノール

等 29物質が定められ、これらの物質に係る指針（平成 24 年 10 月 10 日付け健康障害を防止する

ための指針公示第 23 号。以下「指針公示第 23 号」という。）が公表されております。 

 今般、労働安全衛生法施行令の一部を改正する政令（平成 26年政令第 288 号）及び労働安全衛

生規則等の一部を改正する省令（平成 26年厚生労働省令第 101 号）により、ジメチル－２，２－

ジクロロビニルホスフェイト（別名ＤＤＶＰ）を始めとする 11物質を製造し、又は取り扱う業務

のうち、一部の業務について発がん性に着目した健康障害防止措置が義務付けられたことから、

指針公示第 23 号においても法令により規制の対象とされなかった業務について所要の措置を講

じる必要が生じたため、「労働安全衛生法第 28 条第３項の規定に基づき厚生労働大臣が定める化

学物質による健康障害を防止するための指針の一部を改正する指針」（平成 26 年 10 月 31 日付け

健康障害を防止するための指針公示第 25 号）を別添１のとおり策定し、同日付け官報に公示した

ところです。これにより指針公示第 23号が別添２の新旧対照表のとおり改正され、改正後の指針

公示第 23号（以下「改正指針」という。）は別添３のとおりとなります。 

つきましては、貴団体におかれましても、改正指針の趣旨を御理解いただき、改正指針及び下

記の留意事項について傘下会員に対する周知を図られますとともに、これらの化学物質による健

康障害の防止対策が適切に行われるようお願い申し上げます。 

なお、従来発出した指針の施行通達においては、指針の全般的事項及び改正事項の両方を示し

てきたところですが、本通達以降、指針の改正に当たっては改正事項のみを示すこととし、指針

の全般的事項についてはこれまでに発出した各通達の内容を取りまとめた上で別途通達を発出す

ることとしましたので、併せて御了知ください。 

別添４ 



 

 

記 

 

（記以下は基発 1203 第５号の記以下と同じ。） 

 

 

 


